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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第36期中、第37期中及び第38期中の「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」については、新株予約権等を付与しており

ますが、１株当たり中間純損失のため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第38期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準 第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針 第８号)を適用しておりま

す。 

  

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 10,825,003 10,775,864 10,960,705 21,323,876 21,731,336 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 152,539 139,347 △23,237 86,781 155,482

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) △79,440 △85,585 △147,305 120,295 119,279

純資産額 (千円) 11,997,834 12,107,077 11,626,318 12,144,126 12,062,329 

総資産額 (千円) 16,048,764 16,195,685 15,749,180 16,314,848 15,986,029 

１株当たり純資産額 (円) 460.09 464.3 445.82 465.71 462.59 

１株当たり当期純利益 
又は中間純損失(△) 

(円) △3.02 △3.28 △5.65 4.59 4.57

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ─ 4.59 4.56

自己資本比率 (％) 74.8 74.8 73.8 74.4 75.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 535,119 390,998 488,131 1,375,037 950,273

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △560,208 △502,117 △311,459 △117,134 △853,899

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △265,491 △339,623 277,138 △638,724 △688,469

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 1,451,649 1,910,665 2,223,123 2,361,407 1,769,313

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
425 

(4,287)
449

(4,079)
468

(4,237)
418 

(4,219)
445

(4,145)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第36期中、第37期中及び第38期中の「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」については、新株予約権等を付与しており

ますが、１株当たり中間純損失のため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第38期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準 第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針 第８号)を適用しておりま

す。 

  

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 10,698,721 10,646,362 10,833,094 21,067,439 21,458,330 

経常利益又は経常損失 
(△) 

(千円) 138,800 126,878 △38,751 63,440 130,667

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) △86,164 △91,576 △155,633 106,848 105,886

資本金 (千円) 5,257,201 5,257,201 5,257,201 5,257,201 5,257,201 

発行済株式総数 (株) 26,579,527 26,579,527 26,579,527 26,579,527 26,579,527 

純資産額 (千円) 12,086,220 12,182,750 11,686,261 12,225,790 12,130,600 

総資産額 (千円) 16,122,499 16,280,224 15,830,426 16,384,263 16,042,736 

１株当たり純資産額 (円) 463.49 467.20 448.11 468.85 465.21 

１株当たり当期純利益 
又は中間純損失(△) 

(円) △3.27 △3.51 △5.97 4.08 4.06

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ─ 4.08 4.05

１株当たり配当額 (円) 4.00 4.00 4.00 6.00 6.00

自己資本比率 (％) 75.0 74.8 73.8 74.6 75.6 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
418 

(4,252)
441

(4,045)
462

(4,197)
413 

(4,185)
439

(4,111)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合はゼンセン同盟に属し、社員及びパートを対象にしたユニオンショップ制であります。なお、平

成18年９月末の組合員は社員388名、パート2,869名の合計3,257名であります。 

連結子会社である株式会社桃桃、テンワールドトレーディング株式会社には、労働組合はありません。 

当社と労働組合との関係は、円満に推移しております。 

  

  

事業の種類 従業員数(名) 

飲食業 
467 

(4,237) 

酒類等の輸入販売 
1 
(─) 

合計 
468 

(4,237) 

従業員数(名) 
462 

(4,197) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、順調な輸出等を背景として全般的に企業収益の改善が進み民間設備

投資が堅調に推移し、雇用環境もこれ迄と違った緩やかな改善が見られるなど、景気全体では比較的安定的に推移

しております。 

しかしながら、長引く原油価格の高騰とそれに伴う原材料の値上がりによる企業業績悪化、日銀の量的金融緩和

政策の解除による金利上昇等景気の先行きは依然として不安要素が残る状況が続いております。 

当外食産業界におきましては、出店増により売上高の前年実績を上回ってはいるものの、既存店の売上高は前年

実績を割っている状況にあり、同業他社の出店攻勢で引続き厳しい競争の経営環境が続いております。 

このような状況の中、当社は居酒屋の原点に帰って、旬の素材にこだわって旬鮮食材のメニュー提案をするとと

もに、酒類においても、日本酒のオリジナルブランド商品「香郷」（こうごう）の導入、また、夏のビール祭りを

実施し、ビールに良く合う当社オリジナル辛口スパイスで味付けした「手羽先の唐揚げ」メニューの提案等、さら

に、例年のニュージーランド産生牡蠣の導入と同時に白ワイン（シャブリ、キムクロフォード）の販売促進とし

て、「オイスターバー」の展開を繰り広げました。結果として既存店客数は前年比1.6％上回りました。 

また、リニューアルにつきましては、当中間連結会計期間は「旬鮮酒場天狗」３店舗、「和食れすとらん天狗」

４店舗の合計７店舗を実施いたしました。 

新規出店につきましては、当中間連結会計期間は６月に大阪市中央区に「旬鮮酒場天狗」谷町四丁目店を，直営

店天狗ブランドの居酒屋業態店舗としてはほぼ10年ぶりに出店いたしました。また、９月には東京都千代田区神田

小川町に「旬鮮酒場天狗」神田淡路町店を出店しましたが、２店舗にとどまりました。 

なお、５月に「旬鮮酒場天狗」ニュー船橋店と「和食れすとらん天狗」名古屋牧の原店を今後とも売上、収益と

も改善が望めないと総合的に判断し閉店しております。このうち、名古屋牧の原店は中部地区の研修センターとし

て使用しております。 

これにより、当中間連結会計期間末の店舗数は、「旬鮮酒場天狗」86店舗、「和食れすとらん天狗」67店舗、お

よび旬鮮炭火焼「くわい家」４店舗の157店舗（うちフランチャイズ１店舗、子会社１店舗を含む）となっておりま

す。 

当社としましては、前述の諸施策を遂行して、鋭意業績改善に取組み、当中間連結会計期間における売上高は109

億60百万円で、前中間連結会計期間に比べ1.7％増収となりました。 

一方、当中間連結経常損益は、原価率の改善は図れたものの、人件費や新店及びリニューアル等に伴う経費増を

吸収できず当中間連結経常損失23百万（前中間連結比１億62百万円の減益）となりました。また、連結中間純損益

は、特別利益として投資有価証券の売却利益３億27百万円を計上したものの、固定資産除却損１億21百万円、減損

損失97百万円等の特別損失２億78百万円、法人税等調整額１億31百万円を計上したことにより、連結中間純損失が

１億47百万円（前中間連結比61百万円損失の拡大）となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益26百万円、設備投資及び社債の償

還による支出がありましたが、減価償却費及び減損損失による増加の他に、借入れをした結果、４億53百万円の増

加となり、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物(以下資金という。)残高22億23百万円となりました。前中

間連結会計期間に比べ３億12百万円の増加となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果増加した資金は４億88百万円となりました。これは主に減価償却費４億90百万円及び減損損失

97百万円の増加、投資有価証券売却益３億27百万円の減少によるものであります。前中間連結会計期間に比べ、

売上高の増加により、97百万円資金が増加しました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は３億11百万円となりました。これは主に新規出店やリニューアル店舗への設備

投資による有形固定資産の取得６億13百万円の支出、投資有価証券の売却による収入３億31百万円によるもので

あります。使用した資金は前中間連結会計期間に比べ、１億90百万円の減少であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果調達した資金は２億77百万円となりました。主なものは長期借入れによる収入が５億円、社債

の償還による支出が１億50百万円であります。使用した資金は前中間連結会計期間に比べ、６億16百万円の支出

の減少であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の品目別ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額はテンアライド㈱の製造原価によっております。 

２ 上記はテンアライド㈱の生産実績であります。子会社２社は生産活動を行っておりません。 

３ 上記の金額には、消費税等が含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の品目別ごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等が含まれておりません。 

品名 
数量 
単位 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前年 
同期比 
(％) 

数量 金額(千円) 数量 金額(千円) 

つくねハンバーグ (人前) 20,257 5,340 102,345 8,828 165.3 

生そば (人前) 648,262 20,285 573,270 18,527 91.3 

つくね (人前) 188,121 6,746 298,570 9,752 144.6 

豆乳 
(リッ 
トル) 

210,847 15,036 241,787 26,796 178.2 

ぎょうざ (人前) 219,620 11,199 213,990 11,315 101.0 

ひれかつ (人前) 31,975 7,127 ─ ─ ─ 

いもタマコロッケ (人前) 49,101 2,320 ─ ─ ─ 

生湯葉 (人前) 20,680 1,260 ─ ─ ─ 

ロースカツ (人前) ― ― 60,730 9,250 ― 

牛肉コロッケ (人前) ― ― 117,761 8,860 ― 

各種アイスクリーム ― ― 21,613 ─ 26,923 124.6 

各種ドレッシング・
ソース 

― ― 22,191 ─ 30,045 135.4 

その他 ― ― 320,728 ─ 282,842 88.2 

合計 ― ― 433,850 ― 433,142 99.8 

品目 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前年 
同期比 
(％) 

金額(千円) 金額(千円) 

料理類 6,431,905 6,727,467 104.6 

飲物類 4,244,311 4,129,118 97.3 

たばこ 62,497 56,529 90.4 

小計 10,738,715 10,913,114 101.6 

その他 37,149 47,590 128.1 

合計 10,775,864 10,960,705 101.7 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、新商品開発、メニュー開発及びお客様のニーズを的確に把握するため、調

査研究を行っております。 

研究開発費の金額は７百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画していた設備計画は、出店につきまして計画実現にむけて開発を進めてまいりましたが、

当社の目指す出店基準、環境諸条件にそぐわないこともあり、次のように変更いたしました。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に実施中又は、計画中であった設備の新設、重要な拡充もしくは改修のうち、当中間連結会計期

間中に完成したものは、次のとおりであります。 

  

  

地区 必要性 予算金額 
(百万円) 

既支払金額
(百万円) 

今後の所要額
(百万円) 着工年月 完成予定年月 

増加能力
(客席数) 
(席) 

(新 店) 
関東地区など７店舗 

新規出店 455 98 357 平成18年４月 平成19年３月 840 

設備の内容 取得価額(百万円) 完成年月
完成後における増加 

(△減少)能力(客席数)(席) 

提出会社       

(新店) 

谷町四丁目店他 
98 平成18年６月～９月 225 

(既存店改修等) 

鶴ヶ島若葉店他 
367 平成18年４月～９月 △64 

合計 466 ― 161 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 84,712,800 

計 84,712,800 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 26,579,527 26,579,527
東京証券取引所
（市場第一部） 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 26,579,527 26,579,527 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

会社法第236条、第238条、第239条及び第361条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式は100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

株主総会の特別決議日(平成18年６月28日) 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 109(注)１ 109(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 109,000 109,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,410,000(注)２ 53,410,000(注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成21年４月１日～
平成27年６月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格     490
資本組入額      245 

同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者として新株予約権を付
与された者は、新株予約権行
使時においても、当社の取締
役または従業員であることを
要する。ただし、社員独立制
度の適用による退職または関
連会社への転籍、その他一定
の場合を除く。 
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その
他の処分及び相続は認めな
い。 
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式は100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

株主総会の特別決議日(平成17年６月28日) 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 650(注)１ 640(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 65,000 64,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 31,525,000(注)２ 31,040,000(注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成20年４月１日～
平成26年６月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格     485
資本組入額      243 

同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者として新株予約権を付
与された者は、新株予約権行
使時においても、当社の取締
役または従業員であることを
要する。ただし、社員独立制
度の適用による退職または関
連会社への転籍、その他一定
の場合を除く。 
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その
他の処分及び相続は認めな
い。 
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式は100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

株主総会の特別決議日(平成16年６月25日) 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 540(注)１ 540(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 54,000 54,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 22,464,000(注)２ 22,464,000(注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成19年４月１日～
平成25年６月25日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格     416
資本組入額      208 

同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者として新株予約権を付
与された者は、新株予約権行
使時においても、当社の取締
役または従業員であることを
要する。ただし、社員独立制
度の適用による退職または関
連会社への転籍、その他一定
の場合を除く。 
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その
他の処分及び相続は認めな
い。 
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式は100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

株主総会の特別決議日(平成15年６月26日) 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 630(注)１ 620(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 63,000 62,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 25,137,000(注)２ 24,738,000(注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月１日～
平成24年６月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格     399
資本組入額      200 

同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者として新株予約権を付
与された者は、新株予約権行
使時においても、当社の取締
役または従業員であることを
要する。ただし、社員独立制
度の適用による退職または関
連会社への転籍、その他一定
の場合を除く。 
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その
他の処分及び相続は認めな
い。 
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式は100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

株主総会の特別決議日(平成14年６月26日) 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 320(注)１ 320(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 32,000 32,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 13,888,000(注)２ 13,888,000(注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月１日～
平成23年６月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格     434
資本組入額      217 

同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者として新株予約権を付
与された者は、新株予約権行
使時においても、当社の取締
役または従業員であることを
要する。ただし、社員独立制
度の適用による退職または関
連会社への転籍、その他一定
の場合を除く。 
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その
他の処分及び相続は認めな
い。 
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



②新株引受権 

旧商法第280条ノ19の規定に基づき発行した新株引受権(ストックオプション)は、次のとおりであります。 

株主総会の特別決議(平成12年６月27日) 

  

  

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株引受権の数 ― ― 

新株引受権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株引受権の目的となる株式の数(株) 435,000 432,000 

新株引受権の行使時の払込金額(円) 192,270,000 190,944,000 

新株引受権の行使期間 
平成15年４月１日～ 

平成21年６月27日 
同左 

新株引受権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格       442 

資本組入額      221 
同左 

新株引受権の行使の条件 

対象者として新株引受権を付

与された者は、新株引受権行

使時においても、当社の取締

役または従業員であることを

要する。ただし、社員独立制

度の適用による退職または関

連会社への転籍、その他一定

の場合を除く。 

同左 

新株引受権の譲渡に関する事項 

新株引受権の譲渡、質入その

他の処分及び相続は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 



株主総会の特別決議(平成13年６月26日) 

  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株引受権の数 ― ― 

新株引受権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株引受権の目的となる株式の数(株) 56,000 55,000 

新株引受権の行使時の払込金額(円) 23,184,000 22,770,000 

新株引受権の行使期間 
平成16年４月１日～ 

平成22年６月26日 
同左 

新株引受権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格       414 

資本組入額      207 
同左 

新株引受権の行使の条件 

対象者として新株引受権を付

与された者は、新株引受権行

使時においても、当社の取締

役または従業員であることを

要する。ただし、社員独立制

度の適用による退職または関

連会社への転籍、その他一定

の場合を除く。 

同左 

新株引受権の譲渡に関する事項 

新株引受権の譲渡、質入その

他の処分及び相続は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年４月１日 
～ 

平成18年９月30日 
─ 26,579,527 ─ 5,257,201 ─ 4,847,343



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 上記大株主には自己株式を含めておりません。 

  

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,200株(議決権82個)含まれています。 

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式37株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社永幸 東京都三鷹市井の頭５丁目26－12 6,412 24.13 

飯 田 永 太 東京都武蔵野市 3,759 14.14 

株式会社岡永 
東京都中央区日本橋馬喰町１丁目７－３
岡永ビル 

1,372 5.16 

山 内   薫 東京都三鷹市 1,042 3.92

飯 田 愛 太 東京都三鷹市 804 3.03 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 778 2.93 

飯 田 弘 子 東京都三鷹市 439 1.65 

飯 田   博 東京都目黒区 380 1.43

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１丁目１－５
(東京都中央区晴海１丁目８－12 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーZ棟) 

259 0.98

新 見   昭 長野県茅野市 250 0.94 

計 ― 15,499 58.32 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 500,700 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

26,034,800 
260,348 同上 

単元未満株式 普通株式  44,027 ― 同上 

発行済株式総数 26,579,527 ― ― 

総株主の議決権 ― 260,348 ― 



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 役職の異動 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
テンアライド株式会社 

東京都中央区日本橋 
馬喰町一丁目７番３号 
(岡永ビル) 

500,700 ─ 500,700 1.88

計 ― 500,700 ─ 500,700 1.88 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 520 515 494 498 513 510 

最低(円) 501 465 462 475 487 480 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役人事部長 
兼情報システム部長 

常務取締役経理部長 
兼情報システム部長 

龍岡 資展 平成18年10月16日 

取締役経理部長 取締役総務部長 玉置  守 平成18年10月16日 

取締役旬鮮第三事業部長 
兼スーパーバイザー 

取締役関西事業部長 
兼スーパーバイザー 

野口  馨 平成18年10月16日 

取締役旬鮮営業企画部長 
取締役旬鮮営業企画部長
兼旬鮮第三事業部長 
兼スーパーバイザー 

今野 利弘 平成18年10月16日 

取締役関西事業部長 
兼スーパーバイザー 

取締役人事部長 岡村  雅 平成18年10月16日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

て、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あ

らた監査法人により中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  

第37期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第37期中間会計期間の中間財務諸表 

中央青山監査法人 

第38期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第38期中間会計期間の中間財務諸表 

あらた監査法人 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金及び預金    1,910,665   2,223,123   1,769,313  

２ 売掛金    104,381   100,735   125,692  

３ たな卸資産    241,746   297,542   253,925  

４ 繰延税金資産    378,403   228,181   358,653  

５ その他    637,073   551,148   521,377  

  貸倒引当金    △262   △174   △132  

  流動資産合計    3,272,009 20.2  3,400,557 21.6  3,028,829 18.9

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産 
※１ 
※２ 

     

(1) 建物及び構築物   3,971,981    3,941,239   4,125,465    

(2) 土地   334,222    334,222   334,222    

(3) その他   1,006,647 5,312,851 32.8 1,100,854 5,376,315 34.1 1,125,461 5,585,150 35.0

２ 無形固定資産              

(1) ソフトウェア   58,754    78,913   52,986    

(2) その他   65,807 124,561 0.8 77,286 156,200 1.0 65,687 118,673 0.7

３ 投資その他の資産              

(1) 投資有価証券 ※２ 1,009,209    ─   ─    

(2) 敷金及び保証金 ※２ 6,207,848    6,208,202   6,240,542    

(3) その他 ※２ 284,791    627,917   1,028,573    

貸倒引当金   △15,586 7,486,262 46.2 △20,013 6,816,107 43.3 △15,741 7,253,375 45.4

固定資産合計    12,923,676 79.8  12,348,622 78.4  12,957,199 81.1

資産合計    16,195,685 100.0  15,749,180 100.0  15,986,029 100.0

         



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     585,016   606,588   620,002  

２ 一年以内に返済 
  予定の長期借入金 ※２  116,400 94,400 44,400  

３ 一年以内に償還 
  予定の社債 ※２  300,000 300,000 300,000  

４ 未払金    ─ 792,414 755,535  

５ 未払法人税等     70,826   77,130   113,452  

６ 未払事業所税     14,000   19,016   32,000  

７ 未払費用     294,535   307,523   312,434  

８ その他 ※３   774,143   104,057   71,531  

流動負債合計     2,154,921 13.3  2,301,131 14.6  2,249,356 14.0

Ⅱ 固定負債               

１ 社債 ※２   750,000   450,000   600,000  

２ 長期借入金 ※２   122,300   527,900   100,100  

３ 繰延税金負債     318,295   56,761   219,089  

４ 再評価に係る 
  繰延税金負債    41,226 41,226 41,226  

５ 退職給付引当金     672,565   721,538   687,137  

６ その他     29,299   24,303   26,789  

固定負債合計     1,933,686 11.9  1,821,730 11.6  1,674,342 10.5

負債合計     4,088,608 25.2  4,122,861 26.2  3,923,699 24.5

                

(資本の部)               

Ⅰ 資本金     5,257,201 32.5  ― ―  5,257,201 32.9

Ⅱ 資本剰余金     4,847,343 29.9  ― ―  4,847,343 30.3

Ⅲ 利益剰余金     1,749,534 10.8  ― ―  1,850,096 11.6

Ⅳ 土地再評価差額金     △49,400 △0.3  ― ―  △49,400 △0.3

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金    507,900 3.1 ― ― 362,932 2.3

Ⅵ 自己株式     △205,501 △1.2  ― ―  △205,844 △1.3

資本合計     12,107,077 74.8  ― ―  12,062,329 75.5

負債及び資本合計     16,195,685 100.0  ― ―  15,986,029 100.0

          



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比

(％) 
金額(千円)

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ―   5,257,201    ―  

２ 資本剰余金     ―   4,847,435    ―  

３ 利益剰余金     ―   1,650,639    ―  

４ 自己株式     ―   △204,446    ―  

株主資本合計     ― ─  11,550,829 73.3   ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ―  124,181   ―  

２ 土地再評価差額金     ―   △49,400    ―  

評価・換算差額等 
合計    ― ─ 74,780 0.5   ― ─

Ⅲ 新株予約権     ― ─  708 0.0   ― ─

純資産合計     ― ─  11,626,318 73.8   ― ─

負債純資産合計     ― ─  15,749,180 100.0   ― ─

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     10,775,864 100.0  10,960,705 100.0   21,731,336 100.0

Ⅱ 売上原価     3,277,848 30.4  3,250,772 29.7   6,646,612 30.6

売上総利益     7,498,016 69.6  7,709,932 70.3   15,084,724 69.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   7,382,153 68.5  7,749,568 70.7   14,984,845 68.9

営業利益又は 
営業損失(△)     115,863 1.1  △39,636 △0.4   99,879 0.5

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   849    1,404   1,985    

２ 受取配当金   7,246    4,653   8,148    

３ 賃貸収入   600    648   1,200    

４ 固定資産負担金   16,728    16,405   48,589    

５ その他   9,428 34,851 0.3 8,944 32,056 0.3 17,153 77,077 0.3

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   6,967    8,439   12,440    

２ 社債保証料   1,687    1,246   3,153    

３ 雑損失   2,712 11,367 0.1 5,971 15,657 0.1 5,879 21,473 0.1

経常利益又は 
経常損失(△)     139,347 1.3  △23,237 △0.2   155,482 0.7

Ⅵ 特別利益                

 １ 貸倒引当金戻入益   7,727    ─   7,727    

 ２ 投資有価証券売却益   ―    327,580   384,589    

 ３ 保険差益   1,889    ─   2,629    

 ４ その他   ─ 9,616 0.1 ─ 327,580 2.9 2,700 397,646 1.8

Ⅶ 特別損失                

１ 固定資産除却損 ※２ 33,800    121,022   130,872    

２ 減損損失 ※４ 75,739    97,623   75,739    

３ リニューアル費用   22,897    28,232   57,677    

４ 店舗閉店諸費用   ―    29,829   12,946    

５ 社葬関連費用   25,756    ─   25,756    

６ その他 ※３ 18,869 177,062 1.7 1,434 278,141 2.5 13,617 316,609 1.4

税金等調整前中間 
(当期)純利益又は 
税金等調整前中間 
純損失(△) 

   △28,099 △0.3 26,201 0.2   236,520 1.1

法人税、住民税 
及び事業税   36,773   41,565 76,528   

法人税等調整額   20,712 57,486 0.5 131,941 173,507 1.5 40,713 117,241 0.6

当期純利益又は 
中間純損失(△)    △85,585 △0.8 △147,305 △1.3   119,279 0.5

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,847,343   4,847,343 

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  4,847,343 4,847,343 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     1,887,273   1,887,273 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

 １ 当期純利益   ― ― 119,279 119,279 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

 １ 配当金   52,152   156,456   

 ２ 中間純損失   85,585 137,738 ─ 156,456 

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  1,749,534 1,850,096 

      



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 5,257,201 4,847,343 1,850,096 △205,844 11,748,796 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △52,150   △52,150 

 中間純損失     △147,305   △147,305 

 自己株式の処分   91   1,397 1,489 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)     

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)   91 △199,456 1,397 △197,967

平成18年９月30日残高(千円) 5,257,201 4,847,435 1,650,639 △204,446 11,550,829 

  
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金
評価・換算差額等合

計 

平成18年３月31日残高(千円) 362,932 △49,400 313,532 ─ 12,062,329 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当         △52,150 

 中間純損失         △147,305 

 自己株式の処分         1,489 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

△238,751 ─ △238,751 708 △238,043 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

△238,751 ─ △238,751 708 △436,010 

平成18年９月30日残高(千円) 124,181 △49,400 74,780 708 11,626,318 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期)純
利益又は税金等調整前中間 
純損失(△) 

 △28,099 26,201 236,520

２ 減価償却費   460,799 490,701 990,346 

３ 減損損失   75,739 97,623 75,739 

４ 貸倒引当金の増減額(△は
減少) 

  △8,460 4,314 △8,435 

５ 退職給付引当金の増加額   12,433 34,401 27,004 

６ 受取利息及び受取配当金   △8,095 △6,057 △10,134 

７ 賃貸収入   △600 △648 △1,200 

８ 支払利息   6,967 8,439 12,440 

９ 有形固定資産除却損   33,800 121,022 130,872 

10 投資有価証券売却益   ― △327,580 △384,589 

11 貸倒損失   13,617 ─ 13,617 

12 売上債権の増減額(△は増
加) 

  3,633 24,956 △17,677 

13 たな卸資産の増加額   △49,879 △43,616 △62,058 

14 その他流動資産の増減額
(△は増加) 

 △119,233 △49,321 6,924

15 仕入債務の増減額(△は減
少) 

  △11,655 △13,413 23,331 

16 未払消費税等の増減額(△
は減少) 

  △6,408 26,053 △23,008 

17 その他流動負債の増加額   36,070 134,696 33,395 

18 敷金及び保証金の減少額   48,538 41,917 8,828 

19 その他   5,754 32,048 72,372 

小計   464,924 601,737 1,124,289 

20 利息及び配当金の受取額   7,759 5,935 10,562 

21 賃貸料の受取額   600 648 1,725 

22 利息の支払額   △7,448 △8,705 △12,893 

23 法人税等の支払額   △74,836 △111,483 △173,410 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 390,998 488,131 950,273



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による支出  △100,000 ─ △100,000

２ 有形固定資産の取得 
による支出 

 △380,646 △613,126 △1,102,770

３ 無形固定資産の取得 
による支出 

 △8,830 △19,126 △18,675

４ 投資有価証券の売却 
による収入 

 ― 331,519 399,020

５ 貸付けによる支出   △500 ─ △605 

６ 貸付金の回収による収入   3,002 3,041 16,313 

７ 長期前払費用の増加 
による支出 

 △15,143 △13,768 △47,180

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △502,117 △311,459 △853,899

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 長期借入れによる 
  収入 

 ― 500,000 ─

２ 長期借入金の返済による 
支出 

 △137,260 △22,200 △231,460

３ 社債の償還による支出   △150,000 △150,000 △300,000 

４ 自己株式の売却による収入   ─ 1,725 ─ 

５ 自己株式の取得による支出   △210 △235 △552 

６ 配当金の支払額   △52,152 △52,150 △156,456 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △339,623 277,138 △688,469

Ⅳ 現金及び現金同等物 
の増減額(△は減少) 

 △450,742 453,810 △592,094

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 2,361,407 1,769,313 2,361,407

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,910,665 2,223,123 1,769,313

    



(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(イ)連結子会社の数 ２社 

 ㈱桃桃、テンワールドト

レーディング㈱ 

(イ)連結子会社の数 ２社 

同左 

(イ)連結子会社の数 ２社 
同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

該当する会社はありませ

ん。 

同左 同左 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社の中間決算日は

中間連結決算日と一致して

おります。 

同左 連結子会社の事業年度末日

と連結決算日は一致してお

ります。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

      

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

(イ)有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算出

しております) 

(イ)有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

出しております) 

(イ)有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算出してお

ります) 

  (ロ)たな卸資産 

ａ商品   総平均法によ

る原価法 

ｂ店舗食材 総平均法によ

る原価法 

ｃ原材料  総平均法によ

る原価法 

ｄ貯蔵品  最終仕入原価

法 

(ロ)たな卸資産 

同左 

(ロ)たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

方法 

(イ)有形固定資産の減価償

却方法 

  定率法によっておりま

す。 

  なお、耐用年数につい

ては、下記のとおりで

あります。 
建物及び
構築物 

８年から47年

その他 ５年から10年

(イ)有形固定資産の減価償

却方法 

同左 

(イ)有形固定資産の減価償

却方法 

同左 

  (ロ)無形固定資産の減価償

却方法 

  定額法によっておりま

す。 

  ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。 

(ロ)無形固定資産の減価償

却方法 

同左 

(ロ)無形固定資産の減価償

却方法 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

(イ)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。 

(イ)貸倒引当金 

同左 

(イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務見込額から会計

基準変更時差異未処理

額及び未認識数理計算

上の差異を加減算した

額に基づき、当中間連

結会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。 

  なお、新会計基準の適

用に伴う平成12年４月

１日における会計基準

変更時差異(232,628千

円)は、平成12年４月

１日から10年間にわた

り費用処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年

度の発生時における従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(５年)による定額法に

より、按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理す

ることとしておりま

す。 

  また、退職一時金制度

のほかに、同種企業グ

ループで設立している

総合設立の外食産業ジ

ェフ厚生年金基金に加

入しており、当該年金

基金への拠出額を退職

給付費用として計上し

ております。 

(ロ)退職給付引当金 

同左 

(ロ)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務見込額から会計

基準変更時差異未処理

額及び未認識数理計算

上の差異を加減算した

額を計上しておりま

す。 

  なお、新会計基準の適

用に伴う平成12年４月

１日における会計基準

変更時差異(232,628千

円)は、平成12年４月

１日から10年間にわた

り費用処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年

度の発生時における従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(５年)による定額法に

より、按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理す

ることとしておりま

す。 

  また、退職一時金制度

のほかに、同種企業グ

ループで設立している

総合設立の外食産業ジ

ェフ厚生年金基金に加

入しており、当該年金

基金への拠出額を退職

給付費用として計上し

ております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については通常の

賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

 (5) 重要なヘッジ会

計の方法 

───── (イ)ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を

満たしておりますの

で、特例処理を採用し

ております。 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  (ヘッジ手段) 

  金利スワップ 

  (ヘッジ対象) 

  借入金の利息 

(ハ)ヘッジ方針 

  資金調達に係る市場金

利変動リスクを回避す

る目的で行っておりま

す。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方

法 

  ヘッジ手段とヘッジ対

象に関する重要な条件

が同一であり、かつヘ

ッジ開始時及びその後

も継続して、キャッシ

ュ・フロー変動を完全

に相殺することができ

ることなどを勘案し、

ヘッジ有効性の評価を

行っております。 

───── 

 (6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項 

(イ)消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっております。 

(イ)消費税等の会計処理 

同左 

(イ)消費税等の会計処理 

同左 

  (ロ)連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用し

ております。 

(ロ)連結納税制度の適用 

同左 

(ロ)連結納税制度の適用 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期

日又は償還日の到来する流

動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資で

あります。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日又

は償還日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない短期的な投資であり

ます。 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の摘要指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純損

失が75,739千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の摘要指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利

益が75,739千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

しております。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は11,625,610千円で

あります。 

 当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の「純資産の部」に

ついては、中間連結財務諸表規則の

改正に伴い、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

───── 

───── （ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

 当連結中間会計期間から「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準第８号）

及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年５

月31日 企業会計基準適用指針第11

号）を適用しております。 

 これにより、営業損失、経常損失

が708千円増加し、税引前中間純利

益が708千円減少しております。 

───── 



表示方法の変更 

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

───── (中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間において固定資産で区分掲記して

おりました「投資有価証券」(当中間連結会計期間

343,867千円)は、資産総額の100分の５以下であるた

め、当連結会計期間においては投資その他の資産の「そ

の他」に含めて表示しております。 

 前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「未払金」(前中間連結会計

期間670,181千円)については、負債純資産合計の100分

の５超となったため、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

12,151,910千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

11,766,334千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

12,069,789千円 

※２ 担保資産 

   長期借入金(一年以内に返済

予定の長期借入金116,400千

円を含む)238,700千円及び銀

行保証付無担保私募債(一年

以内に償還予定の私募債

300,000 千 円 を 含 む )

1,050,000千円に対して下記

の資産を担保に供しておりま

す。 

※２ 担保資産 

   長期借入金(一年以内に返済

予定の長期借入金94,400千円

を含む)622,300千円及び銀行

保証付無担保私募債(一年以

内 に 償 還 予 定 の 私 募 債

300,000千円を含む)750,000

千円に対して下記の資産を担

保に供しております。 

※２ 担保資産 

   長期借入金(一年以内に返済

予定の長期借入金44,400千円

を含む)144,500千円及び銀行

保証付無担保私募債(一年以

内 に 償 還 予 定 の 私 募 債

300,000 千 円 を 含 む ) 

900,000千円に対して下記の

資産を担保に供しておりま

す。 

    (帳簿価額) 

  投資有価証券 849,018千円

  建物 61,176 〃 

  土地 245,103 〃 

  
敷金及び 
保証金 

1,142,350 〃 

  計 2,297,648千円

    (帳簿価額)

  建物 54,482千円

  土地 245,103 〃 

  
その他(投資
有価証券) 

333,494 〃 

  
敷金及び
保証金 

1,142,350 〃 

  計 1,775,429千円

    (帳簿価額) 

  建物 59,996千円

  土地 245,103 〃 

  
その他(投資 
有価証券) 

688,668 〃 

敷金及び
保証金 

1,142,350 〃 

  計 2,136,118千円

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しており

ます。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

  
貸倒引当金 
繰入額 

193千円

  人件費 3,614,748 〃 

  退職給付費用 76,866 〃 

  地代家賃 1,500,534 〃 

  事業税等 46,378 〃 

  減価償却費 457,159 〃 

  研究開発費 6,471 〃 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

  
貸倒引当金
繰入額 

4,314千円

  人件費 3,856,566 〃 

  退職給付費用 98,345 〃 

  地代家賃 1,524,080 〃 

  事業税等 47,488 〃 

  減価償却費 490,701 〃 

  研究開発費 7,177 〃 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

  
貸倒引当金
繰入額 

63千円

  人件費 7,337,347 〃 

  退職給付費用 157,964 〃 

  地代家賃 3,008,866 〃 

  事業税等 100,953 〃 

  減価償却費 982,649 〃 

  研究開発費 13,956 〃 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 
  建物付属設備 19,218千円
  構築物 927 〃 
  機械及び装置 7,878 〃 
  工具器具備品 5,775 〃 
  計 33,800千円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 
  建物付属設備 101,489千円
  構築物 829 〃 
  機械及び装置 8,402 〃 
  工具器具備品 10,300 〃 
  計 121,022千円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 
  建物付属設備 96,525千円
  構築物 927 〃 
  機械及び装置 18,682 〃 
  工具器具備品 14,736 〃 
  計 130,872千円

※３ 特別損失その他の内訳は次の

とおりであります。 

  貸倒損失 13,617千円

  その他 5,251 〃 

  計 18,869千円

※３ 特別損失その他の内訳は次の

とおりであります。 

  空調撤去費 710千円

  その他 724 〃 

  計 1,434千円

※３ 特別損失その他の内訳は次の

とおりであります。 
  貸倒損失 13,617千円

  計 13,617千円

※４ 減損損失 

   当社グループは、当中間連結

会計期間において75,739千円

の減損損失を計上しており、

その内容は以下のとおりであ

ります。 

   当社は、資産のグルーピング

はキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、店舗別

に行っております。 

   減損対象とした店舗は、不採

算が続いており、今後の収益

回復の可能性が低いため、回

収可能価額まで減額し、当期

減少額を減損損失として計上

しております。 

   なお、当該資産グループの回

収可能価額は、使用価値によ

り測定しており、将来キャッ

シュ・フローを3.0%で割り引

いて算定しております。 

用途 種類 
金額 
(千円) 

場所 

店舗 

８店舗 

建物及び

構築物 
53,090 

東京都 

千代田 

  
機械及び

装置 
6,880 

区他 

  
工具器具

備品 
5,600   

  
リース資

産 
6,945   

  
電話加入

権等 
3,222   

※４ 減損損失 

   当社グループは、当中間連結

会計期間において97,623千円

の減損損失を計上しており、

その内容は以下のとおりであ

ります。 

   当社は、資産のグルーピング

はキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、店舗別

に行っております。 

   減損対象とした店舗は、不採

算が続いており、今後の収益

回復の可能性が低いため、回

収可能価額まで減額し、当期

減少額を減損損失として計上

しております。 

   なお、当該資産グループの回

収可能価額は、使用価値によ

り測定しており、将来キャッ

シュ・フローを3.0%で割り引

いて算定しております。 

用途 種類 
金額
(千円) 

場所 

店舗 

５店舗 

建物及び

構築物 
73,861

東京都 

中央区 

  
機械及び

装置 
7,629

他 

  
工具器具

備品 
11,702   

  
リース資

産 
2,360   

  
電話加入

権等 
2,070   

※４ 減損損失 

   当社グループは、当連結会計

年度において75,739千円の減

損損失を計上しており、その

内容は以下のとおりでありま

す。 

   当社は、資産のグルーピング

はキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、店舗別

に行っております。 

   減損対象とした店舗は、不採

算が続いており、今後の収益

回復の可能性が低いため、回

収可能価額まで減額し、当期

減少額を減損損失として計上

しております。 

   なお、当該資産グループの回

収可能価額は、使用価値によ

り測定しており、将来キャッ

シュ・フローを3.0%で割り引

いて算定しております。 

用途 種類 
金額 
(千円) 

場所 

店舗 

８店舗 

建物及び

構築物 
53,090 

東京都 

千代田 

  
機械及び

装置 
6,880 

区他 

  
工具器具

備品 
5,600   

  
リース資

産 
6,945   

  
電話加入

権等 
3,222   



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加474株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 新株引受権行使に伴う譲渡による減少3,000株 

 新株予約権行使に伴う譲渡による減少1,000株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

(注) 新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 26,579,527 ─ ─ 26,579,527

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 504,263 474 4,000 500,737

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（千株） 当中間連結
会計期間 
末残高 
（千円） 

前連結
会計年度末

増加 減少 
当中間連結 
会計期間末 

提出会社 
平成18年新株予約

権 
─ ─ ─ ─ ─ 708 

合計 ─ ─ ─ ─ 708 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 52,150 ２ 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月21日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 104,315 ４ 平成18年９月30日 平成18年12月12日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

  現金及び預金 1,910,665千円

  
現金及び 
現金同等物 

1,910,665千円

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

  現金及び預金 2,223,123千円

  
現金及び 
現金同等物 

2,223,123千円

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

  現金及び預金 1,769,313千円

  
現金及び
現金同等物 

1,769,313千円



(リース取引関係) 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

    工具器具備品

  取得価額相当額 677,578千円

  減価償却累計額
相当額 

437,598 〃 

  減損損失累計額
相当額 

6,945 〃 

  
中間期末残高 
相当額 

233,034千円

    工具器具備品

  取得価額相当額 695,493千円

  減価償却累計額
相当額 

556,293 〃 

  減損損失累計額
相当額 

5,306 〃 

  
中間期末残高
相当額 

133,894千円

    工具器具備品

  取得価額相当額 696,108千円

  減価償却累計額
相当額 

488,998 〃 

  減損損失累計額
相当額 

6,945 〃 

  期末残高相当額 200,165千円

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 (注)    同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

  １年以内 131,574千円

  １年超 108,405 〃 

  合計 239,979千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

 (注)    同左 

  １年以内 79,795千円

  １年超 59,405 〃 

  合計 139,200千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残

高 

  未経過リース料期末残高相当額 

  

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  １年以内 137,195千円

  １年超 66,387 〃 

  合計 203,583千円

リース資産減損勘定中間期末残高 

5,176千円 

リース資産減損勘定中間期末残高 

5,306千円 

 (注) 流動負債の「その他」に含

めて表記しております。 

リース資産減損勘定期末残高 

3,417千円 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

  支払リース料 66,749千円

  
リース資産減損勘
定の取崩額 

1,769 〃 

  減価償却費相当額 66,749 〃 

  減損損失 6,945 〃 

  支払リース料 69,206千円

  
リース資産減損勘
定の取崩額 

1,752 〃 

  減価償却費相当額 69,206 〃 

  減損損失 2,360 〃 

  支払リース料 135,449千円

リース資産減損勘
定の取崩額 

3,527 〃 

  減価償却費相当額 135,449 〃 

  減損損失 6,945 〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



  
(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

(当中間連結会計期間末)(平成18年９月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

(前連結会計年度末)(平成18年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

区分 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

株式 152,860 1,009,209 856,348 

計 152,860 1,009,209 856,348 

区分 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

株式 134,491 343,867 209,376 

計 134,491 343,867 209,376 

区分 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 138,430 750,356 611,925 

計 138,430 750,356 611,925 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引(ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除く)を利用していない

ため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  



(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 当該中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費の人件費  708千円 

２ ストック・オプションの内容及び規模 

  

会社名 提出会社 

決議年月日 平成18年７月13日

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役  ２
当社従業員  80 

株式の種類及び付与数(株) 普通株式   114,000

付与日 平成18年７月28日

権利確定条件 権利確定条件は付されていない 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない 

権利行使期間 平成21年４月１日から平成27年６月28日まで 

権利行使価格(円) 55,860,000

付与日における公正な評価単価
(円) 

   6,858



(セグメント情報) 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１

日 至 平成18年９月30日)、前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当社グループは、製品の種類、性質、販売市場等の類似性から判断して、同種の外食産業及び補完的事業を営

んでいるため、事業の種類別セグメント情報の記載の該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当社グループは、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当社グループは、在外子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 前中間連結会計期間および当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損

失が計上されているため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり当期純利益又は中間純損失金額 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 464.30円 445.82円 462.59円 

１株当たり 
当期純利益又は 

中間純損失(△) 

△3.28円 △5.65円 4.57円 

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

― ― 4.56円 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当期純利益または 

中間純損失(△)(千円) 
△85,585 △147,305 119,279 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式に係る当期純利益 
または中間純損失(△)(千円) 

△85,585 △147,305 119,279

普通株式の期中平均株式数(株) 26,076,132 26,076,298 26,075,849 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の主要な内訳(株) 

  新株引受権 

  新株予約権 

  

  

  

─ 
─ 

  

  

  

─ 
─ 

  

  

  

52,188 
27,508 

普通株式増加数(株) ─ ─ 79,697 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

 普通株式に対する新

株予約権(新株予約権

の数2,400個)及び普通

株式に対する新株引受

権(旧商法第280条の19

の規定に基づく新株引

受権で新株引受権の目

的となる株式の数 

522,000株)。 

 これらの詳細につい

ては、「新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。 

 普通株式に対する新

株予約権(新株予約権

の数2,249個)及び普通

株式に対する新株引受

権(旧商法第280条の19

の規定に基づく新株引

受権で新株引受権の目

的となる株式の数 

491,000株)。 

 これらの詳細につい

ては、「新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。 

───── 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     1,846,631   2,169,933    1,712,275  

２ 売掛金     99,340   103,575    116,484  

３ たな卸資産     211,214   257,803    200,513  

４ 繰延税金資産     403,659   253,659    383,659  

５ その他     669,167   590,174    555,785  

流動資産合計     3,230,013 19.8  3,375,146 21.3   2,968,717 18.5

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１ 
※２        

(1) 建物付属設備   3,715,408    3,685,044   3,860,296    

(2) 土地   334,222    334,222   334,222    

(3) その他   1,206,745 5,256,376 32.3 1,307,012 5,326,279 33.7 1,337,511 5,532,030 34.5

２ 無形固定資産                

(1) ソフトウェア   58,754    78,913   52,986    

(2) その他   65,515 124,270 0.8 76,995 155,909 1.0 65,395 118,382 0.7

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券 ※２ 1,009,209    ─   ─    

(2) 敷金及び保証金 ※２ 6,176,227    6,178,891   6,210,076    

(3) その他 ※２ 499,887    814,214   1,229,269    

貸倒引当金   △15,760 7,669,564 47.1 △20,013 6,973,092 44.0 △15,741 7,423,605 46.3

固定資産合計     13,050,211 80.2  12,455,280 78.7   13,074,018 81.5

資産合計     16,280,224 100.0  15,830,426 100.0   16,042,736 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金     600,442   636,927    616,594  

２ 一年以内に返済予定 
  の長期借入金 ※２  116,400 94,400   44,400 

３ 一年以内に償還予定 
  の社債 ※２  300,000 300,000   300,000 

４ 未払法人税等     69,000   75,469    110,000  

５ 未払事業所税     14,000   19,016    32,000  

６ その他 ※３   1,058,206   1,192,601    1,129,309  

流動負債合計     2,158,048 13.3  2,318,415 14.7   2,232,304 13.9

Ⅱ 固定負債                

１ 社債 ※２   750,000   450,000    600,000  

２ 長期借入金 ※２   122,300   527,900    100,100  

３ 退職給付引当金     672,565   721,538    687,137  

４ 繰延税金負債     324,034   60,781    224,578  

５ 再評価に係る 
  繰延税金負債    41,226 41,226   41,226 

６ その他     29,299   24,303    26,789  

固定負債合計     1,939,425 11.9  1,825,750 11.5   1,679,831 10.5

負債合計     4,097,474 25.2  4,144,165 26.2   3,912,135 24.4

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     5,257,201 32.3  ― ―   5,257,201 32.7

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   4,847,343    ―   4,847,343    

資本剰余金合計     4,847,343 29.8  ― ―   4,847,343 30.2

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   386,766    ―   386,766    

２ 任意積立金   1,413,500    ―   1,413,500    

３ 中間(当期)未処分 
  利益   24,941   ― 118,100   

利益剰余金合計     1,825,207 11.2  ― ―   1,918,367 12.0

Ⅳ 土地再評価差額金     △49,400 △0.3  ― ―   △49,400 △0.3

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    507,900 3.1 ― ―   362,932 2.3

Ⅵ 自己株式     △205,501 △1.3  ― ―   △205,844 △1.3

資本合計     12,182,750 74.8  ― ―   12,130,600 75.6

負債資本合計     16,280,224 100.0  ― ―   16,042,736 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ─  5,257,201 33.2   ― ─

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金   ―    4,847,343   ―    

(2) その他資本剰余金   ―    91   ―    

資本剰余金合計     ― ─  4,847,435 30.6   ― ─

３ 利益剰余金                

(1) 利益準備金   ―    386,766   ―    

(2) その他利益剰余金                

別途積立金   ―    1,363,500   ―    

繰越利益剰余金   ―    △39,683   ―    

利益剰余金合計     ― ─  1,710,582 10.8   ― ─

４ 自己株式     ― ─  △204,446 △1.3   ― ─

株主資本合計     ― ─  11,610,772 73.3   ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― 124,181   ― 

２ 土地再評価差額金     ―   △49,400    ―  

評価・換算差額等 
合計    ― ─ 74,780 0.5   ― ─

Ⅲ 新株予約権     ― ─  708 0.0   ― ─

純資産合計     ― ─  11,686,261 73.8   ― ─

負債純資産合計     ― ─  15,830,426 100.0   ― ─

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     10,646,362 100.0  10,833,094 100.0   21,458,330 100.0

Ⅱ 売上原価     3,240,169 30.4  3,220,271 29.7   6,558,433 30.6

売上総利益     7,406,192 69.6  7,612,822 70.3   14,899,896 69.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費     7,314,628 68.7  7,680,163 70.9   14,848,352 69.2

営業利益又は 
営業損失(△)     91,563 0.9  △67,340 △0.6   51,543 0.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   46,654 0.4  44,244 0.4   100,533 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   11,339 0.1  15,655 0.1   21,409 0.1

経常利益又は 
経常損失(△)     126,878 1.2  △38,751 △0.3   130,667 0.6

Ⅵ 特別利益     9,616 0.1  327,580 3.0   397,646 1.9

Ⅶ 特別損失 ※3,4   175,791 1.7  278,141 2.6   315,251 1.5

税引前中間(当期)純
利益又は税引前中間
純損失(△) 

   △39,296 △0.4 10,686 0.1   213,063 1.0

法人税、住民税 
及び事業税   32,279   36,320 67,176   

法人税等調整額   20,000 52,279 0.5 130,000 166,320 1.5 40,000 107,176 0.5

当期純利益又は 
中間純損失(△)    △91,576 △0.9 △155,633 △1.4   105,886 0.5

前期繰越利益     116,517   ―    116,517  

中間配当額     ―   ―    104,303  

中間(当期)未処分利
益    24,941 ―   118,100 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 5,257,201 4,847,343 ─ 4,847,343 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当         

 中間純損失         

 別途積立金の取崩         

 自己株式の処分     91 91 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)         

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)     91 91 

平成18年９月30日残高(千円) 5,257,201 4,847,343 91 4,847,435 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 386,766 1,413,500 118,100 1,918,367 △205,844 11,817,067 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当     △52,150 △52,150   △52,150 

 中間純損失     △155,633 △155,633   △155,633 

 別途積立金の取崩   △50,000 50,000     ─ 

 自己株式の処分         1,397 1,489 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           ─ 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)   △50,000 △157,784 △207,784 1,397 △206,294 

平成18年９月30日残高(千円) 386,766 1,363,500 △39,683 1,710,582 △204,446 11,610,772 

  
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金
評価・換算差額等合

計 

平成18年３月31日残高(千円) 362,932 △49,400 313,532 ─ 12,130,600 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当         △52,150 

 中間純損失         △155,633 

 別途積立金の取崩         ─ 

 自己株式の処分         1,489 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

△238,751 ─ △238,751 708 △238,043 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

△238,751 ─ △238,751 708 △444,338 

平成18年９月30日残高(千円) 124,181 △49,400 74,780 708 11,686,261 



(中間財務諸表作成の基本となる重要な事項) 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

      

 (1) 有価証券 ① 子会社及び関連会社株

式 

  移動平均法による原価

法 

② その他有価証券 

  時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

① 子会社及び関連会社株

式 
同左 

  

② その他有価証券 

  時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

① 子会社株式及び関連会

社株式 

  移動平均法による原価

法 

② その他有価証券 

  時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法

により処理し、売却原

価は、移動平均法によ

り算定) 

 (2) たな卸資産 a商品   総平均法による

原価法 

b店舗食材 総平均法による

原価法 

c原材料  総平均法による

原価法 

d貯蔵品  最終仕入原価法 

同左 同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  なお、耐用年数につい

ては、下記のとおりで

あります。 
建物付属
設備 

８年から15年

その他 ５年から47年

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務見込額から会計基準

変更時差異未処理額及

び未認識数理計算上の

差異を加減算した額に

基づき、当中間会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上しております。 

  なお、新会計基準の適

用に伴う平成12年４月

１日における会計基準

変更時差異(232,628千

円)は、平成12年４月

１日から10年間にわた

り費用処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)

による定額法により、

按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から

費用処理することとし

ております。 

  また、退職一時金制度

のほかに、同種企業グ

ループで設立している

総合設立の外食産業ジ

ェフ厚生年金基金に加

入しており、当該年金

基金への拠出額を退職

給付費用として計上し

ております。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務見込額から会計基準

変更時差異未処理額及

び未認識数理計算上の

差異を加減算した額を

計上しております。 

  なお、新会計基準の適

用に伴う平成12年４月

１日における会計基準

変更時差異(232,628千

円)は、平成12年４月

１日から10年間にわた

り費用処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)

による定額法により、

按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から

費用処理することとし

ております。 

  また、退職一時金制度

のほかに、同種企業グ

ループで設立している

総合設立の外食産業ジ

ェフ厚生年金基金に加

入しており、当該年金

基金への拠出額を退職

給付費用として計上し

ております。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (5) 重要なヘッジ会

計の方法 

───── (イ)ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を

満たしておりますの

で、特例処理を採用し

ております。 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  (ヘッジ手段) 

  金利スワップ 

  (ヘッジ対象) 

  借入金の利息 

(ハ)ヘッジ方針 

  資金調達に係る市場金

利変動リスクを回避す

る目的で行っておりま

す。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方

法 

  ヘッジ手段とヘッジ対

象に関する重要な条件

が同一であり、かつヘ

ッジ開始時及びその後

も継続して、キャッシ

ュ・フロー変動を完全

に相殺することができ

ることなどを勘案し、

ヘッジ有効性の評価を

行っております。 

───── 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(イ)消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっております。 

(イ)消費税等の会計処理 

同左 

(イ)消費税等の会計処理 

同左 

(ニ)連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用し

ております。 

(ニ)連結納税制度の適用 

同左 

(ニ)連結納税制度の適用 

同左 



  

会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の摘要指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これにより税引前中間純損失が

75,739千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の摘要指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

 これにより税引前純損失が75,739

千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は11,685,553千円で

あります。 

 当中間会計期間における中間貸借

対照表の「純資産の部」について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

───── 

───── （ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

 当中間会計期間から「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第８号）及び

「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 最終改正平成18年５月31

日 企業会計基準適用指針第11号）

を適用しております。 

 これにより、営業損失、経常損失

が708千円増加し、税引前中間純利

益が708千円減少しております。 

───── 



表示方法の変更 

  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

───── (中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において固定資産で区分掲記しており

ました「投資有価証券」(当中間会計期間343,867千円)

は、資産総額の100分の５以下であるため、当中間会計

期間においては投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しております。 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

12,028,254千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

11,636,228千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

11,942,766千円 

※２ 担保資産 

   長期借入金(一年以内に返済

予定の長期借入金116,400千

円を含む)238,700千円及び銀

行保証付無担保私募債(一年

以内に償還予定の私募債

300,000 千 円 を 含 む )

1,050,000千円に対して下記

の資産を担保に供しておりま

す。 

※２ 担保資産 

   長期借入金(一年以内に返済

予定の長期借入金94,400千円

を含む)622,300千円及び銀行

保証付無担保私募債(一年以

内 に 償 還 予 定 の 私 募 債

300,000千円を含む)750,000

千円に対して下記の資産を担

保に供しております。 

※２ 担保資産 

   長期借入金(一年以内に返済

予定の長期借入金44,400千円

を含む)144,500千円及び銀行

保証付無担保私募債(一年以

内 に 償 還 予 定 の 私 募 債

300,000千円を含む)900,000

千円に対して下記の資産を担

保に供しております。 

    (帳簿価額) 

  投資有価証券 849,018千円

  建物 61,176 〃 

  土地 245,103 〃 

  
敷金及び 
保証金 

1,142,350 〃 

  計 2,297,648千円

    (帳簿価額)

  建物 54,482千円

  土地 245,103 〃 

  
その他(投資
有価証券) 

333,494 〃 

  
敷金及び
保証金 

1,142,350 〃 

  計 1,775,429千円

    (帳簿価額) 

  建物 59,996千円

  土地 245,103 〃 

  
その他(投資 
有価証券) 

688,668 〃 

敷金及び
保証金 

1,142,350 〃 

  計 2,136,118千円

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しており

ます。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息 2,998千円
  受取配当金 7,246 〃 

  
固定資産負担
金 

16,728 〃 

※１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息 3,293千円
  受取配当金 4,653 〃 

  
固定資産負担
金 

16,405 〃 

※１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息 6,123千円
  受取配当金 8,148 〃 

  
固定資産負担
金 

48,589 〃 

※２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息 6,953千円

※２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息 8,439千円

※２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息 12,396千円

※３ 特別損失の主要項目 

  
固定資産除却
損 

33,243千円

  減損損失 75,739 〃 

  
リニューアル
費用 

22,182 〃 

  社葬関連費用 25,756 〃 

※３ 特別損失の主要項目 

  
固定資産除却
損 

121,022千円

  減損損失 97,623 〃 

  
リニューアル
費用 

28,232 〃 

※３特別損失の主要項目 

  
固定資産除却
損 

130,229千円

  
店舗閉店諸費
用 

12,946 〃 

  
リニューアル
費用 

54,302 〃 

※４ 減損損失 

   当社は、当中間会計期間にお

いて75,739千円の減損損失を

計上しており、その内容は以

下のとおりであります。 

   当社は、資産のグルーピング

はキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、店舗別

に行っております。 

   減損対象とした店舗は、不採

算が続いており、今後の収益

回復の可能性が低いため、回

収可能価額まで減額し、当期

減少額を減損損失として計上

しております。 

   なお、当該資産グループの回

収可能価額は、使用価値によ

り測定しており、将来キャッ

シュ・フローを3.0%で割り引

いて算定しております。 

用途 種類 
金額 
(千円) 

場所 

店舗 

８店舗 

建物及び

構築物 
53,090 

東京都 

千代田 

  
機械及び

装置 
6,880 

区他 

  
工具器具

備品 
5,600   

  
リース資

産 
6,945   

  
電話加入

権等 
3,222   

※４ 減損損失 

   当社は、当中間会計期間にお

いて97,623千円の減損損失を

計上しており、その内容は以

下のとおりであります。 

   当社は、資産のグルーピング

はキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、店舗別

に行っております。 

   減損対象とした店舗は、不採

算が続いており、今後の収益

回復の可能性が低いため、回

収可能価額まで減額し、当期

減少額を減損損失として計上

しております。 

   なお、当該資産グループの回

収可能価額は、使用価値によ

り測定しており、将来キャッ

シュ・フローを3.0%で割り引

いて算定しております。 

用途 種類 
金額
(千円) 

場所 

店舗 

５店舗 

建物及び

構築物 
73,861

東京都 

中央区 

  
機械及び

装置 
7,629

他 

  
工具器具

備品 
11,702   

  
リース資

産 
2,360   

  
電話加入

権等 
2,070   

※４ 減損損失 

   当社は、当事業年度において

75,739千円の減損損失を計上

しており、その内容は以下の

とおりであります。 

   当社は、資産のグルーピング

はキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、店舗別

に行っております。 

   減損対象とした店舗は、不採

算が続いており、今後の収益

回復の可能性が低いため、回

収可能価額まで減額し、当期

減少額を減損損失として計上

しております。 

   なお、当該資産グループの回

収可能価額は、使用価値によ

り測定しており、将来キャッ

シュ・フローを3.0%で割り引

いて算定しております。 

用途 種類 
金額 
(千円) 

場所 

店舗 

８店舗 

建物及び

構築物 
53,090 

東京都 

千代田 

  
機械及び

装置 
6,880 

区他 

  
工具器具

備品 
5,600   

  
リース資

産 
6,945   

  
電話加入

権等 
3,222   

 ５ 減価償却実施額 

  有形固定資産 421,245千円
  無形固定資産 35,692 〃 

 ４ 減価償却実施額 

  有形固定資産 456,398千円
  無形固定資産 31,219 〃 

 ４ 減価償却実施額 

  有形固定資産 908,041千円
  無形固定資産 67,287 〃 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加474株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   新株引受権行使に伴う譲渡による減少3,000株 

   新株予約権行使に伴う譲渡による減少1,000株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 504,263 474 4,000 500,737



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

    工具器具備品

  取得価額相当額 677,578千円

  減価償却累計額
相当額 

437,598 〃 

  減損損失累計額
相当額 

6,945 〃 

  
中間期末残高 
相当額 

233,034千円

    工具器具備品

  取得価額相当額 695,493千円

  減価償却累計額
相当額 

556,293 〃 

  減損損失累計額
相当額 

5,306 〃 

  
中間期末残高
相当額 

133,894千円

    工具器具備品

  取得価額相当額 696,108千円

  減価償却累計額
相当額 

488,998 〃 

  減損損失累計額
相当額 

6,945 〃 

  期末残高相当額 200,165千円

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注)     同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  １年以内 131,574千円

  １年超 108,405 〃 

  合計 239,979千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  １年以内 79,795千円

  １年超 59,405 〃 

  合計 139,200千円

② 未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残

高 

  未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内 137,195千円

  １年超 66,387 〃 

  合計 203,583千円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

リース資産減損勘定中間期末残高 

    5,176千円

リース資産減損勘定中間期末残高 

(注) 流動負債の「その他」に含め

て表記しております。 

    5,306千円

リース資産減損勘定期末残高 

    3,417千円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

  支払リース料 66,749千円

  
リース資産減損勘
定の取崩額 

1,769 〃 

  減価償却費相当額 66,749 〃 

  減損損失 6,945 〃 

  支払リース料 69,206千円

  
リース資産減損勘
定の取崩額 

1,752 〃 

  減価償却費相当額 69,206 〃 

  減損損失 2,360 〃 

  支払リース料 135,449千円

リース資産減損勘
定の取崩額 

3,527 〃 

  減価償却費相当額 135,449 〃 

  減損損失 6,945 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



    
(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日)、当中間会計期間末(平成18年９月30日)及び前事業年度末(平成18年３月31

日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 
  

(１株当たり情報) 

  

(注) １ 前中間会計期間および当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失が計上

されているため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり当期純利益又は中間純損失金額 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 467.20円 448.11円 465.21円 

１株当たり 
当期純利益または 

中間純損失(△) 

△3.51円 △5.97円 4.06円 

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

― ― 4.05円 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当期純利益または 

中間純損失(△)(千円) 
△91,576 △155,633 105,886 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式に係る当期純利益 
または中間純損失(△)(千円) 

△91,576 △155,633 105,886

普通株式の期中平均株式数(株) 26,076,132 26,076,298 26,075,849 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の主要な内訳(株) 

  新株引受権 

  新株予約権 

  

  

  

─ 
─ 

  

  

  

─ 
─ 

  

  

  

52,188 
27,508 

普通株式増加数(株) ─ ─ 79,697 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

 普通株式に対する新

株予約権(新株予約権

の数2,400個)及び普通

株式に対する新株引受

権(旧商法第280条の19

の規定に基づく新株引

受権で新株引受権の目

的となる株式の数 

522,000株)。 

 これらの詳細につい

ては、「新株予約権等

の状況」にて記載のと

おりであります。 

 普通株式に対する新

株予約権(新株予約権

の数2,249個)及び普通

株式に対する新株引受

権(旧商法第280条の19

の規定に基づく新株引

受権で新株引受権の目

的となる株式の数 

491,000株)。 

 これらの詳細につい

ては、「新株予約権等

の状況」にて記載のと

おりであります。 

───── 



(2) 【その他】 

第38期(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)中間配当については、平成18年11月21日開催の取締役会に

おいて、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。 

  

  

①中間配当金の総額 104百万円

②１株当たりの中間配当金 4円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月12日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
 第37期 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

  
平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条 
第２項第４号の規定に基づく臨時報告書 

  
平成18年６月23日 
関東財務局長に提出。 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条 
第２項第９号の規定に基づく臨時報告書 

  
平成18年６月23日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

テ ン ア ラ イ ド 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテンアライド株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、テンアライド株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から

固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなるため、この基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  五十嵐 則 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  仲 澤 孝 宏 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

テンアライド株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテンアライド株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、テンアライド株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

  

  

  

  

  

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別

途保管しております。 

あ ら た 監 査 法 人 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 友田 和彦 

     

 業務執行社員 公認会計士 加藤 達也 

     



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

テ ン ア ラ イ ド 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテンアライド株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、テンア

ライド株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準が適用されることとなるため、この基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  五十嵐 則 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  仲 澤 孝 宏 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

テンアライド株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテンアライド株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、テンア

ライド株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別

途保管しております。 

あ ら た 監 査 法 人 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 友田 和彦 

     

 業務執行社員 公認会計士 加藤 達也 
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